
既 存 施 策 の 見 直 し に つ い て

１． 防犯・防災、教育・文化、住宅・まちづくり等幅広い分野との連携を図る。

２． 公的な福祉サービスについても、地域福祉の視点に立ち、制度や運用

の弾力化、改善を図る。

３． 社会福祉法や民生委員法などで規定されている現行の地域福祉

に関する施策について、新しい地域福祉の推進のため、整合性が

とれるよう見直す。

見直しの視点

○ 住民主体を進める。

○ 「新しい支援」の概念に立つ。

○ あるべき地域福祉を進める条件に適合する。



現行の地域福祉に関する施策

・会費の拠出者として、運営へ参画社会福祉協議会の賛助会費

・低所得者への経済的支援策であり、地域福祉のﾂｰﾙとして明確に位置づけ生活福祉資金

・地区の活動に配分

・一部を広域の活動のために拠出

・この観点から組織・方法を見直し

共同募金
自主財源

・ボランティアの意義・役割の再確認（自己実現）

・マッチング機能の強化

・住民の支えあい（共助）がボランティアであることを明確化

ボランティア

・名称の検討

・福祉委員等との役割分担を明確化

・活動しやすい環境の整備

・推薦方式の見直し

・後継者確保

民生委員

地域福祉の担い手

・サービス利用の能力に欠ける者への支援

・相談支援のニーズに応ずることを重視
福祉サービス利用援助事業

活動メニュー

市町村社会福祉協議会関係団体

・圏域の設定（「新しい地域福祉」の考え方を中心に策定 ）

・住民参加の一層の徹底
地域福祉計画システム全体

今後の方向性現行の地域福祉に関する施策

・「新しい地域福祉」の推進に役立つ組織として、名称も含め見直しを検討



ボランティア
６７２人

老人クラブ会員
７３１人

自治会・町内会
１６～１７団体

１７１万円（１自治会・町内会あたり１１万円）共同募金収入

１７１万円（１自治会・町内会あたり１１万円）社協会費・寄付金収入

交番
１．２３ヶ所

コンビニ
１．６６ヶ所

住民組織

民生委員・児童委員
２１人

ＮＰＯ法人
２．６団体

保健師
３．６人

公民館
１．５６ヶ所

ふれあい・いきいき
サロン

３．５９ヶ所

空き店舗 空き家

拠 点

空き教室

地域（１中学校区）の状況 全国の中学校数：１０，９９２校

障 害

８，１３９万円

（自立支援給付者
一人あたり １７３万円）

２億３，８５８万円

（一被保護世帯あたり
２４３万円）

（被保護者一人あたり
１７３万円）

生活保護

２９億４，７５９万円
（住民一人あたり２５万円）

診療所
８．８６ヶ所

病院
０．８２ヶ所

医 療児 童介 護

６億５２２万円
（要介護認定者一人あたり１５４万円）

老人保健
施設

０．３０ヶ所

介護療養型
医療施設
０．３１ヶ所

特別養護
老人ホーム
０．５２ヶ所

訪問介護
１．８８ヶ所

通所介護
１．６１ヶ所

通所リハビリ
テーション
０．５５ヶ所

ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰ
７．１２人

ヘルパー
１２．４７人

地域包括
支援センター

0.35ヶ所

在宅介護
支援センター

0.44ヶ所

外国人

登録者数

１４２人

高齢者（６５歳以上）
２，３３６人

一人暮らし老人 ３５１人
老老世帯 ４７８世帯

人口 １１，６２３人

保育所児数
１９６人

１５歳未満 1,594人
不登校児 １１人

非行青少年 １２４人

児童虐待

相談件数

３．４０件

母子家庭

６８世帯

父子家庭

８世帯

被保護世帯数
９８世帯
（１３８人）

要介護認定者

３９４人

身体障害者 ４３５人
知的障害者 ６６人
精神障害者 ２３５人

自立支援給付者数

４７人

郵便局
２．２ヶ所

ＰＴＡ

ＤＶ

相談件数

５．３２件

１億１，９２２万円

（保育所児一人あたり６１万円）

主任児童委員
１．９人

保育所
２．０８ヶ所

児 童

（注）１中学校区あたりの対象別費用及び一人（世帯）あたり平均の額については、一定の考え方による推計値である。


